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  証券コード　7425
  平成25年３月12日

株 主 各 位   

 名古屋市中区錦二丁目14番21号

 

 代表取締役社長 斎 藤 　 悟

第55回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第55回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご

出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使
書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成25年３月26日（火曜日）午後５
時30分までに到着するよう、ご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成25年３月27日（水曜日）午前10時
２．場 所 名古屋市中村区名駅四丁目４番38号

愛知県産業労働センター（ウインクあいち）５階小ホール
３．目的事項  

　報 告 事 項 第55期（平成24年１月１日から平成24年12月31日まで）
事業報告及び計算書類報告の件

　決 議 事 項  

　第１号議案 剰余金処分の件
　第２号議案 取締役５名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.hatsuho.co.jp）に掲
載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成24年１月１日から
平成24年12月31日まで）

１．会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、海外経済の減速の影響があった

ものの、東日本大震災からの復興需要や消費者マインドの回復、エコ

カー補助金等の政策支援による下支えもあり、緩やかな回復基調で推

移しました。

建設業界におきましては、震災の影響で先送りされていた建築需要

が本格化し、商業施設や病院、介護施設向けの非住宅設備投資需要が

底堅く推移しました。一方で、職工不足の表面化や受注競争の激化な

ど採算面で厳しい状況が続いています。

このような経営環境の中、当社は仙台出張所を開設し、東北エリア

への販売網の確立を目指すとともに、広島及び新潟にデリバリーセン

ターを設立し、既存営業所を拠点に周辺地域への販売エリアの拡大を

推進してまいりました。一方で、近年の環境問題への関心の高まりか

ら、環境関連の営業にも注力いたしております。また、顧客の皆様に

ご理解をいただきながら、全社をあげて適正価格の維持・改善に努め、

コスト管理を徹底してまいりました。

この結果、当事業年度の売上高は、156億59百万円（前期比7.0％

増）、営業利益２億80百万円（前期比19.2％増）、経常利益３億35百

万円（前期比17.4％増）となりました。また、当期純利益は１億99百

万円（前期比126.8％増）となりました。
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事業部門別の売上状況は、次のとおりであります。
   （単位：百万円）

区 分

第　54　期
（平成23年12月期）

第55期(当事業年度)
（平成24年12月期） 前 期 比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

軽量鋼製下地材・不燃材 9,837 67.2％ 10,735 68.6％ 9.1％

建築金物・エクステリア 1,675 11.5 1,663 10.6 △0.7

鉄 線 ・ 溶 接 金 網 1,299 8.9 1,194 7.6 △8.1

A L C 金 具 副 資 材 720 4.9 693 4.4 △3.7

カラー鉄板・環境関連 992 6.8 1,280 8.2 29.1

窯業建材金具副資材 105 0.7 90 0.6 △13.7

合 計 14,630 100.0 15,659 100.0 7.0

　

(2) 設備投資の状況

当事業年度中における重要な設備投資は行っておりません。

　

(3) 資金調達の状況

該当事項はありません。

　

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

　

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

　
(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務

の承継の状況
該当事項はありません。

　
(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分

の状況
該当事項はありません。
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(8) 対処すべき課題

平成25年度のわが国の経済見通しは、消費税増税を前にした駆け込

み需要や、継続的な復興需要の効果が見込まれます。一方で、外交問

題に起因する中国向け輸出産業の打撃、債務危機による欧州の経済成

長率の低下といった海外の景気動向により、国内経済の停滞を招き、

建設需要を下押しするリスクは依然として高いものがあります。

このような経営環境を踏まえ、当社は、出店リスクを最小限に抑え

つつ、販売エリアの拡大を図るため、既存拠点を基盤にした周辺地域

への戦略的展開を推進してまいります。その上で、従来から進めてま

いりました、仕入・販売・配送が一体となった効率的な運営を継続し

てまいります。また、安全環境防災等のリスク管理を徹底するととも

に、内部統制によるコンプライアンス強化にも一層の努力を図ること

で、企業としての社会的責任を果たしていく所存であります。

株主の皆様には、一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上

げます。

(9) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第 52 期

(平成21年12月期)
第 53 期

(平成22年12月期)
第 54 期

(平成23年12月期)
第 55 期(当事業年度)
(平成24年12月期)

売 上 高 (百万円) 14,184 13,302 14,630 15,659

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）

(百万円) △32 17 285 335

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

(百万円) △51 △113 87 199

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

 △6円19銭 △13円73銭 10円72銭 24円33銭

純 資 産 (百万円) 4,714 4,528 4,579 4,759

総 資 産 (百万円) 10,270 10,073 10,235 10,892

１株当たり純資産額  565円14銭 552円33銭 558円63銭 580円78銭

(注)１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式総数に基づき算出して
おります。なお、発行済株式総数につきましては、自己株式数を控除した株式数によって算出し
ております。
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(10)重要な子会社の状況

会　　社　　名 資　本　金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社ﾀﾝﾎﾟﾎﾟﾎｰﾑｻｰﾋﾞｽ 17百万円 100.0％ 建 設 業

（注）大橋鋼業株式会社につきましては、平成24年3月に解散し、同年9月に清算を結了しております。

　

(11)主要な事業内容（平成24年12月31日現在）

次に掲げた建築用資材の販売を主な事業といたしております。

分　　　類 主　要　品　目

軽量鋼製下地材・不燃材
天井用鋼製下地材、間仕切用鋼製下地材、石膏ボ
ードなど

建築金物・エクステリア
各種釘、針金、ビスなどの建築金物、物置、自転
車置場、カーポート、門扉などのエクステリア商
品

鉄 線 ・ 溶 接 金 網
鉄線、ミガキ線、特殊素材鋼線、特殊加工鋼線溶
接金網など

Ａ Ｌ Ｃ 金 具 副 資 材 ＡＬＣ取付金物など

カ ラ ー 鉄 板 ・ 環 境 関 連
屋根材、外壁材、雨樋、太陽光発電、エコキュー
トなど

窯 業 建 材 金 具 副 資 材 スレート用金具、金属ジョイナーなど
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(12)主要な営業所（平成24年12月31日現在）

本 社 名古屋市中区錦二丁目１４番２１号 

営 業 所 名 港 名 古 屋 市 長 野 長 野 県 長 野 市

 熱 田 名 古 屋 市 福 山 広 島 県 福 山 市

 北 名 古 屋 市 北関東 埼 玉 県 川 口 市

 春日井 愛知県春日井市 福 岡 福岡県大野城市

 小 牧 愛 知 県 小 牧 市 長 岡 新 潟 県 長 岡 市

 豊 橋 愛 知 県 豊 川 市 岡 山 岡 山 県 岡 山 市

 静 岡 静 岡 県 静 岡 市 横 浜 神奈川県横浜市

 北 陸 富 山 県 射 水 市 千 葉 千 葉 県 千 葉 市

 
　

四 国
　

愛 媛 県 松 山 市
　

 
　

 
　

　

(13)使用人の状況（平成24年12月31日現在）

区 分 男 性 女 性 計 又 は 平 均

使 用 人 数（名） 175 21 196

前期末比増減（名） 9名増 2名減 7名増

平 均 年 齢（歳） 41.5 36.2 40.9

平均勤続年数（年） 14.7 8.9 14.1

(注)使用人数には子会社への出向使用人１名が含まれております。

　

(14)主要な借入先（平成24年12月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 177百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100百万円

　

(15)その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 23,400,000株 　
　 　 　

(2) 発行済株式の総数 8,701,656株 (自己株式　505,925株を含む）
　 　 　

(3) 株主数 487名 　
　 　 　

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ハ ツ ホ 共 栄 会 1,778千株 21.7％

白 百 合 商 事 株 式 会 社 1,371 16.7

斎 藤 　 悟 820 10.0

初 穂 従 業 員 持 株 会 441 5.4

角 田 典 哉 306 3.7

斎 藤 　 豊 283 3.5

斎 藤 　 実 258 3.2

斎 藤 信 子 243 3.0

斎 藤 陽 介 181 2.2

角 　 田 　 寿 美 恵 122 1.5

(注)１．当社は、自己株式を505,925株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．ハツホ共栄会は、当社の取引先を対象とする持株会であります。
３．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　

３．会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 斎 藤 　 悟  

常 務 取 締 役 志 岐 義 幸
営業本部長兼西日本地区統括兼
福山営業所長

取 締 役 斎 藤 　 豊 総務部長 

取 締 役 伊 藤 人 勝 中部地区統括 

取 締 役 蟹 江 茂 寿 東日本地区統括兼横浜営業所長

常 勤 監 査 役 伊 藤 孔 一  

監 査 役 丹 羽 正 夫 司法書士（丹羽正夫事務所）

監 査 役 宮 嵜 良 一
弁護士（中綜合法律事務所）
アドバンス電気工業株式会社社外監査役

(注)１．監査役丹羽正夫氏及び監査役宮嵜良一氏は社外監査役であります。
２．常勤監査役伊藤孔一氏は当社の経理業務を担当したことがあり、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有しております。

３．当社は、監査役丹羽正夫及び宮嵜良一の両氏を大阪証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 5名 64,033千円

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3名
（2名）

11,058千円
（1,800千円）

合 計 8名 75,091千円

(注)１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成５年３月25日開催の第35回定時株主総会決議において年額

200,000千円以内（但し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成５年３月25日開催の第35回定時株主総会決議において年額50,000

千円以内と決議いただいております。
４．上記の報酬等の額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の増加額8,006千円（取締

役５名、常勤監査役1名）が含まれております。
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(3) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の業務執行取締役等の兼任状況及び当社と当該他の法人

等との関係
該当事項はありません。
　

② 他の法人等の社外役員の兼任状況及び当社と当該他の法人等との関
係
監査役宮嵜良一氏は、アドバンス電気工業株式会社の社外監査役で

あります。当社は、アドバンス電気工業株式会社とは特別な関係はあ

りません。
　

③ 当事業年度における主な活動状況

地　位 氏　名
取締役会
出席状況

監査役会
出席状況

発言状況

監査役 丹羽正夫 6回中6回 6回中6回

取締役会及び監査役会のすべてに出席
し、法律の専門家としての幅広い見地
から、取締役会において、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための助言・提言を行っております。
また、監査役会において、内部監査に
ついて適宜、必要な発言を行っており
ます。
　

監査役 宮嵜良一 6回中6回 6回中6回

取締役会及び監査役会のすべてに出席
し、主に弁護士としての専門的見地か
ら、取締役会において、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するた
めの発言を行っております。また、監
査役会において、内部監査について適
宜、必要な発言を行っております。
　

　
④ 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

　

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

 支　払　額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 20,000千円 

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 

20,000千円 

(注)当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係
る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、

監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総

会の会議の目的とすることといたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解

任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した

旨と解任の理由を報告いたします。

　

(4) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。　
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６．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定

内容の概要は以下のとおりであります。
　

(1) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制
当社は、業務執行全般について、各業務に関する管理規定を設け、

これを内部監査により補完してコンプライアンスの確保に努めており
ます。
監査役会は、常勤１名と非常勤２名の計３名で構成されております。

当社は、監査役制度の強化をコーポレート・ガバナンスの基本と考え
ており、社外の視点から取締役の業務執行を監督しております。なお、
社外監査役２名は法律専門家であります。各監査役は監査役会で定め
た監査方針、監査計画、監査業務の分担等に従い、取締役会及び各重
要会議への出席や業務執行状況、経営状態の調査等を通じ、取締役の
職務の執行の監査を行っております。
また、経営諸活動の信頼性確保と透明性の高い経営を実現するため、

社長直轄の内部監査室を設置し、年間計画により各営業所の業務実施
状況を監査し、異常の早期発見に取り組んでおります。
　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び定款の定めに

基づき文書等を保存管理するほか、文書管理規定に従い保管し、常時
閲覧できる体制を整えております。
　

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
個々のリスクに応じた管理規定の見直しを図り、組織横断的なリス

ク及び全社的リスクの対応は、経営管理室が行うほか、各部門の所管
業務に付随したリスク管理は当該部門がリスクの把握管理を行ってお
ります。また、内部監査室は必要に応じてリスク管理状況の監査を実
施し、その結果を取締役会、監査役会に報告する体制を構築しており
ます。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行については、２ヵ月に１回開催される取締役会

のほかに月１回開催される常務会により、迅速かつ的確な経営判断と
機動的な業務執行の監督を行っております。また、取締役、常勤監査
役及び執行役員で構成される経営会議を２ヵ月に１回開催し、会社の
現状、重要な情報の伝達、方針の徹底、リスクの未然防止の徹底など
を行っております。
　

(5) 株式会社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
当社は、子会社から定期的な業務執行に関する報告を受けるととも

に、経営上の重要事項に関する当社への報告及び協議を通じ子会社等
の適正な経営管理を行っております。
　

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお
ける当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性
に関する事項
当社では、監査役の職務を補助する使用人は置いておりませんが、

監査役会の求めに応じ、監査役の職務を補助する使用人を選任します。
その場合の同使用人の任命、解任及び人事評価等については、監査役
会の同意を得たうえで決定し、取締役からの独立性を確保します。
　

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役
への報告に関する体制
取締役及び使用人は会社の業務及び業績に重大な影響を与える事項

について監査役に報告しております。また、監査役は必要に応じいつ
でも取締役または使用人に報告を求めることができる体制を整えてお
ります。

　
(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会は常勤監査役１名及び社外監査役２名で構成され、各監査
役は取締役会に、常勤監査役は取締役会のほか重要会議に出席し、取
締役の職務の執行に対して厳格な監査を行い、必要に応じて取締役に
その説明を求め、意見を述べる体制を整えております。　
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貸　借　対　照　表
（平成24年12月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 性 預 金

投 資 不 動 産

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

8,038,755

2,093,505

2,937,222

2,205,303

722,380

4,524

24,302

21,759

33,227

15,762

△19,233

2,854,118

1,906,840

306,414

7,863

32,914

4,970

19,556

1,505,958

29,162

14,290

6,272

7,509

508

932,988

102,620

19,740

100,000

132,209

311,995

165,349

187,273

△86,199

流 動 負 債 5,815,439

支 払 手 形 3,426,397

買 掛 金 1,679,676

短 期 借 入 金 200,000

１年内返済予定長期借入金 76,660

未 払 金 108,949

未 払 費 用 30,729

未 払 法 人 税 等 170,630

前 受 金 5,098

預 り 金 33,841

賞 与 引 当 金 46,548

そ の 他 36,907

固 定 負 債 317,507

長 期 借 入 金 131,120

役員退職慰労引当金 70,301

繰 延 税 金 負 債 7,563

資 産 除 去 債 務 22,837

そ の 他 85,684

負 債 合 計 6,132,946

純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,746,162

資 本 金 885,134

資 本 剰 余 金 1,316,163

資 本 準 備 金 1,316,079

その他資本剰余金 84

利 益 剰 余 金 2,664,511

利 益 準 備 金 125,500

その他利益剰余金 2,539,011

別 途 積 立 金 2,153,500

繰越利益剰余金 385,511

自 己 株 式 △119,647

評価・換算差額等 13,764

その他有価証券評価差額金 13,764

純 資 産 合 計 4,759,927

資 産 合 計 10,892,874 負 債 純 資 産 合 計 10,892,874
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損　益　計　算　書

（平成24年１月１日から
平成24年12月31日まで）

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高     15,659,104

売 上 原 価     13,059,182

売 上 総 利 益     2,599,921

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     2,319,028

営 業 利 益     280,893

営 業 外 収 益         

受 取 利 息 及 び 配 当 金 7,038     

仕 入 割 引 45,493     

賃 貸 料 収 入 12,957     

貸 倒 引 当 金 戻 入 1,440     

そ の 他 8,427 75,356

営 業 外 費 用         

支 払 利 息 4,145     

売 上 割 引 14,429     

賃 貸 費 用 1,711     

そ の 他 477 20,763

経 常 利 益     335,487

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 1,516 1,516

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 売 却 損 1,682     

投 資 有 価 証 券 売 却 損 2,076     

関 係 会 社 清 算 損 2,528 6,287

税 引 前 当 期 純 利 益     330,716

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 164,957     

法 人 税 等 調 整 額 △33,668 131,289

当 期 純 利 益     199,427
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株主資本等変動計算書

（平成24年１月１日から
平成24年12月31日まで）

（単位：千円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計資 　 本

準 備 金

その他
資 本
剰余金

資 　 本
剰 余 金
合 　 計

利　益
準備金

その他利益剰余金
利 　 益
剰 余 金
合 　 計

別 　 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 885,134 1,316,079 104 1,316,184 125,500 2,153,500 218,872 2,497,872 △119,391 4,579,799

事業年度中の変動額                                         

剰余金の配当                          △32,788 △32,788     △32,788

当期純利益                         199,427 199,427     199,427

自己株式の取得                                 △398 △398

自己株式の処分         △20 △20                 141 121

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

                                        

事業年度中の変動額
合計 － － △20 △20 － － 166,639 166,639 △256 166,362

当期末残高 885,134 1,316,079 84 1,316,163 125,500 2,153,500 385,511 2,664,511 △119,647 4,746,162

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等
合 計

当期首残高 △635 △635 4,579,164

事業年度中の変動額             

剰余金の配当　         △32,788

当期純利益         199,427

自己株式の取得         △398

自己株式の処分　         121

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

14,400 14,400 14,400

事業年度中の変動額
合計

14,400 14,400 180,763

当期末残高 13,764 13,764 4,759,927
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１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法 　

① 有価証券の評価基準
及び評価方法

 

・子会社株式及び関連会社
株式

移動平均法による原価法

・その他有価証券 　

時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び
評価方法

　

・商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切り下げの方法により算

定）

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下による簿価切り下げの方法によ

り算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法 　

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法によっております。但し、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法によっております。

 主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建　物　　８～38年

② 無形固定資産

（リース資産を除く）
　

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

・その他の無形固定資産 定額法によっております。

③ リース資産 　

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。
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(3) 引当金の計上基準 　

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込

額のうち当事業年度に負担すべき額を計上して

おります。

③ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。

(4) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。　

(5) 追加情報

  （会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より「会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年

12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。

　

(6) 会計方針の変更

  （会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当事業年度より、法人税法の改正に伴い、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更して

おります。なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であり

ます。　
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

土地 164,138千円

建物 15,009千円

投資不動産 9,000千円

計 188,147千円

上記の物件は、短期借入金100,000千円、１年内返済予定長期借入金10,000千

円及び長期借入金20,000千円の担保に供しております。

(2) 減価償却累計額

有形固定資産 1,618,239千円

投資その他の資産 20,503千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

① 短期金銭債権 656千円

② 長期金銭債権 27,000千円

③ 短期金銭債務 1,179千円

(4) 期末日満期手形の処理について

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が

期末残高に含まれております。

受取手形 214,952千円

支払手形 630,585千円

　

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

① 売上高 6,501千円

② 仕入高 5,752千円

③ 販売費及び一般管理費 48,547千円

④ 営業取引以外の取引高 3,105千円
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４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

 （単位：株） 

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 8,701,656 － － 8,701,656

(2) 自己株式の数に関する事項

 （単位：株） 

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 504,530 1,995 600 505,925

(注)自己株式の数の増加及び減少は、単元未満株式の買取りによる増加1,995株、買増し請求に伴
う売渡による減少600株であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

平成24年３月27日開催第54回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 32,788千円

・１株当たり配当額 ４円

・基準日 平成23年12月31日

・効力発生日 平成24年３月28日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度にな
るもの

平成25年３月27日開催予定の第55回定時株主総会において次のとおり付議い

たします。

・配当金の総額 32,782千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 ４円

・基準日 平成24年12月31日

・効力発生日 平成25年３月28日
　

(4) 当事業年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 17,627千円

未払事業税 11,721千円

未払事業所税 1,509千円

その他　 2,369千円

繰延税金資産（流動）合計 33,227千円

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金 21,477千円

役員退職慰労引当金 24,957千円

長期未払金 5,730千円

ゴルフ会員権評価損 2,803千円

商品評価損　 5,480千円

関係会社株式評価損　 2,808千円

資産除去債務 9,116千円

その他 776千円

小計 73,149千円

評価性引当額 △72,756千円

繰延税金資産（固定）合計  393千円

繰延税金負債（固定） 　

資産除去債務に対応する除去費用 △380千円

その他有価証券評価差額金 △7,575千円

　繰延税金負債（固定）合計　 △7,956千円

繰延税金負債（固定）の純額 △7,563千円
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記

(1) 事業年度の末日における取得原価相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

 取得原価相当額
減 価 償 却 累 計 額
相 当 額

期末残高相当額

車 両 運 搬 具 11,898千円 10,770千円 1,127千円

合 計 11,898千円 10,770千円 1,127千円

(2) 事業年度の末日における未経過リース料相当額

未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,127千円

１年超 －千円

合計 1,127千円

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針　

当社は運転資金や設備資金など、事業活動に必要な資金を主に銀行借入及び

社債発行により調達しております。また、一時的な余剰資金は流動性が高く安

全性の高い金融資産で運用しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク　

営業債権である受取手形及び売掛金、破産更生債権等は、顧客の信用リスク

に晒されております。投資有価証券は、業務上で関係を有する企業の株式等で

あり、市場価格の変動リスクに晒されております。差入保証金は、主に営業拠

点の土地及び建物を賃借するための敷金と営業取引に係る保証金であり、契約

先（賃貸人又は取引先）の信用リスクに晒されております。営業債務である支

払手形及び買掛金は、そのすべてが6ヵ月以内の支払期日であります。借入金の

うち、短期借入金は主に営業取引に必要な流動資金の調達（3ヵ月以内）であり、

長期借入金は、長期運転資金及び設備投資に係る資金調達（3年以内）でありま

す。
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③ 金融商品に係るリスク管理体制

（イ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理　

営業債権について、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うとともに、

財政状況を注視しながら、回収懸念のある先には抵当権の設定等により債権

保全し、リスク軽減を図っております。差入保証金については、契約時から

定期的に格付取得状況や財産状態等を調査し、一定以上の信用力が維持され

ていることを確認しております。

（ロ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握するこ

とにより市場価格の変動リスクの軽減を図っております。借入金の変動金利

に対して、デリバティブ取引（金利スワップ）を利用する等、必要に応じて

固定化を図りリスクをヘッジしております。

（ハ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリス
ク）の管理

営業債務及び借入返済に対する資金調達は、決済資金予定と設備計画を合

わせた資金繰計画に基づいて管理しております。決済資金については、手許

資金を維持しながら、銀行からの充分な資金調達枠の確保によって対処して

おります。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することもあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成24年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものは、次表には含まれておりません。（(注)２．参照）

 
貸借対照表
計 上 額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

(1) 現金預金 2,093,505 2,093,505 －

(2) 受取手形 2,937,222 2,937,222 －

(3) 売掛金 2,205,303 2,205,303 －

(4) 投資有価証券

    その他有価証券　

　

98,810

　

98,810

　

－

(5) 差入保証金

    販売拠点敷金等　

　

71,917

　

57,439

　

△14,477

(6) 破産更生債権等　 101,705         

　  貸倒引当金   △67,679         

 34,025 34,025 －

　資産計 7,440,785 7,426,307 △14,477

(1) 支払手形 3,426,397 3,426,397 －

(2) 買掛金 1,679,676 1,679,676 －

(3) 短期借入金 200,000 200,000 －

(4) 1年内返済予定長期借入金 76,660 76,660 －

(5）長期借入金 131,120 131,120 －

　負債計 5,513,853 5,513,853 －

 デリバティブ取引 － － －
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(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項　

資産

(1) 現金預金、(2) 受取手形、(3) 売掛金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。
(4) 投資有価証券

株式は取引所の価格により、証券投資信託受益証券は取引金融機関から提示された価格に
よっております。

(5) 差入保証金
相手先の信用リスクを加味した利率で割引いて現在価値を算定しております。

(6) 破産更生債権等
担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算

日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額
をもって時価としております。

負債　

(1) 支払手形、(2) 買掛金、(3) 短期借入金　
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。
(4) １年内返済予定長期借入金（5) 長期借入金

これらは元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い
た現在価値により算定しております。また、一部の長期借入金は、複合金融商品であるキャ
ンセラブルローン（期限前特約権の行使による期限前解約特約付）でありますが、長期借入
金の時価に含めて算定しております。その結果、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引
複合金融商品であるキャンセラブルローン（期限前特約権の行使による期限前解約特約付）

は、長期借入金の時価に含めて算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　

区分 貸借対照表計上額（千円） 

(1) 投資有価証券　     

非上場株式 3,809

(2) 関係会社株式     

子会社株式 0

関連会社株式 0

(3) 差入保証金     

営業保証金等 240,078

合計 243,887

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時
価を把握することが極めて困難と認められることから、「(2)金融商品の時価等に関する事項」
の表中には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

 
１年以内

(千円)

１年超５年以内

(千円)

５年超10年以内

(千円)

10年超

(千円)

現金預金 2,093,505 － － －

受取手形 2,937,222 － － －

売掛金 2,205,303 － － －

投資有価証券     

その他有価証券の

うち満期があるもの
－ 9,394 － －

差入保証金　 － 16,319 7,350 48,247

破産更生債権等 ※　 10,242 23,783 － －

合計 7,246,273 49,497 7,350 48,247

※破産更生債権等のうち償還予定の時期及び金額が見込めない67,679千円については、含まれて
おりません。

４．長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額

 区分
１年超２年以内

(千円)

２年超３年以内

(千円)

３年超４年以内

(千円)

４年超５年以内

(千円)

５年超

(千円)

長期借入金 76,660 54,460 － － －

リース債務 6,457 6,045 4,573 3,249 4,025

８．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性がないため、記載を省略しております。
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９．関連当事者との取引に関する注記
(1）子会社等

種類
会社等の
名 称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 （ ％ ）

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
㈱タンポポホ
ームサービス

岐 阜 県
多治見市

17,000 建設業
（所有）
直接100.0

資金の援助

役員の兼任

― ―
未収入金
(注2)

30

― ―
長期未収入金
(注2)

15,000

― ―
長期貸付金
(注2)

12,000

利息の受取
(注1) 120 ― ―

(注)１．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。　
２．㈱タンポポホームサービスに対し、7,200千円の貸倒引当金を計上しております。　
３．上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）役員及び個人主要株主等

種類
会社等の
名称又は
氏 　 名

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 （ ％ ）

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

㈲ユーエス
広島県
福山市

3,000 不動産賃貸業
（被所有）
直接 0.2

事務所・倉庫賃借

資金の援助

役員の兼任

賃借料の支払
(注1)

12,571 ― ―

貸付金の回収 5,876 短期貸付金
　

4,296
　

利息の受取
(注2)

123 ― ―

白百合商事㈱
名古屋市
千種区

10,000 不動産賃貸業
（被所有）
直接16.9

事務所・倉庫賃借

役員の兼任

賃借料の支払
(注1)

14,239 ― ―

役員の近親者
斎藤　実
(注3)

― ― 当社相談役
（被所有）
直接 3.2 当 社 相 談 役

相談役報酬
の 支 払
(注1)

12,000 ― ―

(注)１．取引条件及び取引条件の決定方針等
・事務所の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて所定金額を決定しております。
・相談役報酬額は、常務会において決定しております。　

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は63回
分割返済としております。なお、担保は受け入れておりません。

３．代表取締役社長斎藤 悟の実父であり、当社の代表取締役社長及び会長として企業経営に携
わってきた実績があり、長年の経験、知識、幅広い人脈等をもとに、当社に対して助言指導
を行っております。　

４．上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。　
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10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 580円78銭

(2) １株当たり当期純利益 24円33銭

　

11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

　

12．その他の注記

資産除去債務に関する注記　

当事業年度末（平成24年12月31日）　
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（イ）当該資産除去債務の概要

営業用土地の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

なお、当事業年度末における資産除去債務のうち一部は、負債計上に代え

て、不動産賃貸借契約に関連する敷金の回収が最終的に見込めないと認めら

れる金額を合理的に見積り、当事業年度の負担に属する金額を費用計上する

方法によっております。

（ロ）当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から20～31年と見積り、割引率は1.9～2.1％を使用し

て資産除去債務の金額を計算しております。

（ハ）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 22,457千円

時の経過による調整額 380千円

期末残高 22,837千円
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会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成25年２月15日 

 初穂商事株式会社  

 　取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 中 浜 明 光 

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 林 　 伸 文 
 

 　
　
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、初穂商事株式会社の平成２４

年１月１日から平成２４年１２月３１日までの第５５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明
細書について監査を行った。

　
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成24年１月１日から平成24年12月31日までの第55期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と
意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要
な会議に出席し、取締役及び内部監査室等からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制について、その取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている当該体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いた
しました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度
に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、これらに基づき当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記）及びその附属明細書について検討
いたしました。なお、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための
体制」として会社計算規則第131条各号に掲げる事項を適切に整備している旨の報告を受けま
した。

２．監査の結果
(1)事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の現況を正しく示してい

るものと認めます。
二　取締役の職務遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

三　内部統制システムの整備に関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムの整備に関する取締役の職務遂行についても、指摘すべき事項は
認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

 

 平成25年２月21日  

 初 穂 商 事 株 式 会 社 　 監 査 役 会  

 

常勤監査役 伊 藤 孔 一 

社外監査役 丹 羽 正 夫 

社外監査役 宮 嵜 良 一 

 

以　上



－ 30 －

株主総会参考書類

　

第１号議案  剰余金処分の件

当社は、中長期的な視点から経営基盤の確立及び事業展開に備えるた
めの内部留保を勘案し、業績に応じた利益還元を安定的かつ継続的に行
い、株主の皆様のご期待にお応えしていきたいと考えております。

当期の期末配当につきましては、下記のとおりといたしたいと存じま

す。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金４円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は32,782,924円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成25年３月28日といたしたいと存じます。

　



－ 31 －

第２号議案　取締役５名選任の件

取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります
ので、取締役５名の選任をお願いしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

1
さい

斎
とう

藤 　
さとる

悟
(昭和28年 5月 7日生)

昭和55年 9月　当社入社
昭和61年 9月　当社取締役静岡営業所長
昭和63年 3月　当社常務取締役静岡営業所長
昭和63年 4月　当社常務取締役名港営業所長
平成 5年10月　当社常務取締役管理本部長
平成13年 3月　当社代表取締役社長　

現在に至る

820,248株

2
し

志
き

岐
よし

義
ゆき

幸
(昭和34年 2月 6日生)

昭和57年 3月　当社入社
平成 4年 8月　当社福山営業所長　
平成13年 3月　当社執行役員西日本地区統括

兼福山営業所長
平成17年 3月　当社取締役西日本地区統括兼

福山営業所長
平成19年 3月　当社取締役営業本部長兼

西日本地区統括兼福山営業所長
平成23年 3月　当社常務取締役営業本部長兼

西日本地区統括兼福山営業所長
現在に至る

38,000株

3
さい

斎
とう

藤 　
ゆたか

豊
(昭和38年 5月14日生)

平成 5年12月　当社入社
平成13年 7月　当社内部監査室長
平成20年 3月　当社監査役　
平成23年 3月　当社取締役総務部長

現在に至る

283,232株

4
い

伊
とう

藤
ひと

人
かつ

勝
(昭和33年 1月 2日生)

昭和51年 3月　当社入社
平成14年 1月　当社豊橋営業所長
平成16年 6月　当社名港営業所長
平成18年 3月　当社執行役員中部地区統括兼

名港営業所長
平成23年 3月　当社取締役中部地区統括

現在に至る

20,000株

5
かに

蟹
え

江
しげ

茂
ひさ

寿
(昭和33年 8月11日生)

昭和57年 3月　当社入社
平成13年 4月　当社名港営業所長
平成16年 9月　当社横浜営業所長
平成19年 3月　当社執行役員東日本地区統括

兼横浜営業所長
平成23年 3月　当社取締役東日本地区統括

兼横浜営業所長
現在に至る

25,000株

(注)各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

以　上



株主総会会場ご案内図
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会場　名古屋市中村区名駅四丁目４番38号

愛知県産業労働センター（ウインクあいち）　５階小ホール

交通　ＪＲ・地下鉄・名鉄・近鉄名古屋駅下車───────徒歩２分

◎お願い　会場には駐車場の用意はいたしておりませんので、公共交通機関等を

ご利用願います。


